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分権的計画と計算価格＊

〒1丁 村 弘

1　ま　え　が　き

　本稿は，分権的予続きによって経済計画を作成する際に生ずる若干の理論的

諸問題を考察するものである。かつてLange〔14〕は，　Mises〔16〕の提起

した社会主議①における経済計算の可能性を検討して，資源の合理的配分②が

理論的に可能であることを論証した。社会主議経済の運行が理論的に可能であ

ることは，古く‘Barone〔1〕にさかのぼることができる②。　Baroneの論証

は，一一一一一般均衡論的に，膨大な方程式体系をたて，これを解くという方法によっ

て行なわれた。もとより膨大な方程式休系が理論的に解きうるとしても，これ

を実際に解こうとすれば，多くの困難が存在し，事実不可能であろう。この点

は，Hayek〔7〕の指摘するところである。この問題に対しLangeは，経済

全体の計画を記述する全方程式体系を直接に解くことを必要どしない「試行錯

誤法④」を提案する。

　Langeによる「試行錯誤法」は，次のように要約できよう。まず生産管理

者たとえば企業が，中央計画当局の指定する計算価格を指標とし，かつあらか

じめ定められた行動rule⑤に従って生産活動を行なう。その結果，需給の不

一致が生ずれば，中央当局が計算価格を改訂し，これを再び企業に与える。こ

の方法を繰返して，資源の合理的配分を達成せんとするものである。

　『もとよりこの方法にも欠陥がないとはいえない。すなわちHayek〔8〕の

静本稿の作成にあたり，北野熊喜男，田村泰夫，櫟本功，岸本哲也，福田亘の諸先生から

有益な御教示をいただいた。記して謝意を申し上げたい。もちろん，誤りがあるとすれば

それは筆者ひとりの責に帰するものである。
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主張するごとく，試行錯誤を繰返すに要する時間が長く，その間に与件が変化

するとすれぼ，問題の実際的な解決にはならないであろう。特にTaylor〔17

〕およびLangeのように，この試行錯誤による解決が，現実の経済過程の中

で実際に行なわれることを期待するならば，時間の経過による与件の変化は，

所期の問題設定に何らの解答をも与えないことになるであろう。

　ところで，線型計画法等の数学的計算方式あるいは電子計算機による計算能

力の発展を背景として展開されるにAった　「分権的手法による計画」　の構想

は，Hayekによるさきの批判に対する一つの解答の試みとみることができよ

う⑥。

　このような分権的手法による計画は，Taylor－Langeと同様，試行錯誤の

方法を援用するものではあるが，しかし彼らとは異なって，その方法を経済過

程の中で実際に行なわしめるのではなく，計画作成のために，紙上の計算過程

において援用せんとするものである。これを計画作成のiterative　methodと

呼ぶ。さらに分権的計画においては，中央当局のみがすべての計画を作成する

のではなく，計画作成における手続きの一部が下部機構たる企業に分担され

る。ここに分権化とは，経済全体の計画作成において，企業が移譲された権限

内で決定を行なうことを意味するが，しかし企業はあらかじめ明確に定められ

たruleに従って意志決定するよう要請されているのであるから，少なくとも

形式的には，企業に自由裁量の余地は残されていないといわねばならない。

　ところで，　分権的計画の構想が現実の計画作成に事実役立ち，　またさきの

Hayekの批判に答えうるものであるためには，次の三点が要請される。すな

わち，　（i）分権化あるいは分担化が十分であって，現実の情報蒐集能力およ

び計算能力の範囲で計画問題を解きうること，（ii）分権的方法による計画が，

中央当局のみによる分権化なしで得られる計画に一致もしくは十分に近似する

こと，さらに（iii）計画の完了までに要する時間が十分短く，与件の変化があ

っても計画作成が無意味にならないこと，等が要請される。

　本稿は，主として（ii）の観点から，　Dantzig－Wolfe〔3〕の開発した「分

解法」decomposition　methodによる分権的計画法⑦を，　Baumol－Fabian
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〔2〕に依拠しつつ考察し，若干の検討を試みるものである。（ii）の観点から

の考察における中心的視点は次に示すとおりである。

　一般に，分権的計画法は次のような形式をもっている。まず，経済全体の目

的（関数）と制約（式）一生産技術および利用可能な資源量一一とが与えら

れている。そこで，計画の具体的実行者である各企業は，経済全体の目的を顧

慮することなしに，独自の制約のもとで，あらかじめ定められたruleに従っ

て独自の目的を達成しつつ，経済全体の計画の作成に参加する。その場合，各

企業は，自己の企業内の制約については詳細な情報をもっているが，反面，経

済全体にわたる情報はもたないと想定されているので，企業だけの計画によっ

て経済全体の日的が満たされるという保証はない。ここに中央当局が介在する

根拠がある。当局は，各企業内の詳細な情報をもたない代りに，各企業からの

情報をもとにして，経済全体の目的が満たされるように各企業の計画を調整す

る。この調整は，当局と各企業との情報交換process　－iteration－一を通

して行なわれる。

　したがって，上述の（ii）の観点から分権的計画法を考察する場合，次の二点

が明らかにされなければならない。（a）情報交換processは，いかなるmec－

hanismによって，各企業の分権的計画をして経済全体の目的を満たす計画に

一致もしくは近似せしめうるか，すなわち，iterationを可能にするmecha－

nismは何か。（b）このiterationをいつ完了すべきか，すなわち各企業の分権

的計画が，経済全体の目的を満たす計画に一致もしくは近似したことを知りう

るmechanismは何か。

　以下で明らかにされるように，　これら二つのmechaniSlnにおいて中心的

役割を果たすのは，「計算価格」accounting　prices（shadow　pricesある

いはimputed　prices）である。したがって，（ii）の観点から分権的計画法を

考察することは，分権的計画法における計算価格の役割を吟味することに他な

らない。

①　ここに社会主義経済とは，生産手段が社会全体で所有されており，したがって生産

　手段を売買する制度的な意味での現実の市場が存在しないため，その市場価格の存在
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　しない経済である。Langeは，消費および職業選択の自由を認める。

②　Langeは，合理的資源配分の規準として，消費者選好をおく。これについての吟

　味としては，北野〔9〕第3章，第6章参照。

③　北野〔9〕第4章参照。

④　Langeの試行錯誤法は，　Taylor〔17〕に負うものである。

⑤　Langeの示したruleは，　（i）貨幣一単位当りの各生産要素の限界生産力が，

　すべての要素について均等であるように，諸要素を結合すること，　（ii）限界費用が

　生産物価格に等しいように生産規模を決定すること，の二つである。

⑥　このような分権的計画法としては，本稿で扱う「分解法」の他に，Malinvaud〔

　15〕の「Walras流の模索過程による手法」，「Leontief－Samuelson技術のための

　手法」および「中央段階での数学的計画を含む手法」；Kornai〔11〕　〔12〕　〔13〕

　の「二段階計画法」がある。Kornaiの方法については，岸本〔10〕参照。

⑦　Gale〔6〕では，競争経済における資源配分の問題について，分解法が利用され

　ている。

2　分解法による分権的計画

　2－1　経済全体の計画

　次の記号を用いて，経済全体の計画は次頁のように示される。

　　未知数　x｝：第i企業の第」財産出。

　　所与の量

　　”i：X37一単位の社会的評価指標。

　　Cj：複数の企業で投入される利用可能な第j財（社会的資源）。

　　D紮第i企業のみに利用可能な第」財（企業資源）。

　　a｝、：第i企業の第s財一単位生産するに要する第r社会的資源。

　　bl、：第i企業の第s財一単位生産するに要する第i企業の第r企業資源。

　生産物X｝に対する社会的評価指標∬1が与えられたもとで，その総価値を

最大にすることが，経済全体の目的である。生産は，技術条件a｝、およびb｝、

と，利用可能な資源CjおよびDlとによって制約される①。社会的資源Cj

の中には，前期から繰越され，今期に複数の企業で利用可能な原材料等が含ま

れる。企業資源D｝の中には，特定の企業に固定的に付随している設備能力等
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が含まれる。

　Max：M…≡1111×1十…十∬益（、）Xk，（、）十…十ff？Xf十…十17島（・）X魯（・）

　subject　to

　　社のaliX｝十…十alm〔i）X｝n（1）十＿十a込Xf十＿十a輪（n）X盛（。）≦C1

　　会制
　　的約＼　　　　　　　　　…
　　諜1。1，1Xl＋…＋a｝、m。，X』、，＋…繍X記＋…＋a畏m，。、X塩、。，≦C，

　　第制r　bl，Xl　＋…－f’・blm…XB・1）　　　　　　≦Dl

　　一約1
　　企　l　　　　　　　　　A・一
　　業　i
　　のlb蓋（1）1Xl十…十b直（1）m（1）X温（1）　　　　 ≦Dk（1）

　　　　　　　　　　　　　・　●　●

　　　　Xl≧0

　ここで，簡単化のために，∬1；xl；a｝、；b｝，；CjおよびDlを要素とする

行列（あるいはvector）を，それぞれlli，（1×m（i））；Xi，（m（i）×1）；

Ai，（k×m（i））；Bi，（h（i）×m（i））；C，（k×1）およびDi，（h（i）×1

）とすれば〔（）内は行列の次数を示す〕，経済全体の計画は次のように表

わされる。

　Max：M1ii　fl　iX1十　ll　2×2十…十　llnXn，

　　・ubject　t°農｝錦2°”An鄭≦9、／

　　　　　　　　　　墜2　　　　i　　　D2
　　　　　　　　　　　°°°B・jXn、6n／

　　　　　　　Xi2≧O．
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　2－2　中央計画，企業計画および情報交換process

　このように定式化された経済全体の問題を解くために企業と中央当局が協同

するprocessは，次のように図示される。

　一mrm　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t－．　　一一［

　中　央　　　　　　　　　　　　　　　　　企　業
　L－＿一＿＿＿．．＿＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿＿＿一＿＿．＿

　　　　　　　一一　　　　一純禾【」潤手旨標pi（1）一一一一一　一　　　　　→

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業計画（1）
　　　　　←一．一．一一　一pi（1）に応じる産出xi（1）一一一一一

　中央計画（1）

　　　i　－－　xi（1）に応じる純利潤指標pi（2）一一tt－　→
　（情報の蓄積）　　　　　　　　　　　　　　　企業計画（2）』
　　　i←一一一一一一一pi（2）に応じる産出xi（2）←一一ttt－一一一．一

　中央計画（2）
　　　i　－一．一・一．一一一．一→　　（以下同様）

　iterationの最初の段階は，中央当局が任意のPi（1）を指定するか，もしく

は企業が任意の実現可能な（企業の制約式を満たす）基本解Xi（1）を報告する

ことから，始めることができる⑨。ここで一般性を失うことなく，第t回目の

iteration〔iteration（t）〕を考察することができる⑨。

　まず，第i企業の計画は次のように表わされる。

　Max：Mi（t）…Pi（t）xi（t）

　subject　to　　圏iXi（t）≦－Di，　Xi（t）≧O．

　企業は，中央より指示された自己の産出に対する純利潤指標Pi（t）と自己の

制約BiおよびDiのみを考慮して，自己の産出の純利潤pi（t）xi（t）を最大

にするように自己の産出xi（t）を決定し，これを中央へ報告する④。ここでは

通常の線型計画法が用いられる。

　次に，中央計画では次の二点が決定されなければならない。（a）企業からの報

告Xi（t）を中央計画に採用するか否か，あるいはiterationを続行するか完了

するか。（b＞iterationを続行するとすれば，次回に企業に指定すべき純利潤指

標pi（t＋1）をいかにして決定するか。ところでこの決定に際しては，情報

の蓄積に注意しなければならない。すなわち，中央当局は，今回新らたに企業

より報告された産出xi（t）ばかりでなく，前回までのiterationにおいてすで

に報告を受けている産出xi（1），　xi（2），…，　xi（t－1）　もまた，蓄積された
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情報として利用する⑤。具体的にいえば，当局は，経済全体の目的を満たすよ

うに，蓄積された情報の加重平均Xi（t）を決定する。ゆえに，中央計画（中央

の原問題）は次のように表わされる。

Max：M（t）≡ll1Xi（t）十ll2×2（t）十…十fl”Xn（t），

subject　to　AIX1（t）＋A2×2（t）＋…＋A”xn（t）≦C，

　　　　　　iU，1（t）十μる（t）十・。・－i一μ1（t）＝　1　，　μ1（t）≧0　，

　　　　　　X，（t）≡μ1（t）Xj（1）十μ｝（t）Xi（2）十…Hμt（t）Xi（t）．

　μ｝（t）：iteration（τ）1こおいて報告された第i企業の産出Xi（τ）に対する

　　　　iteration（t）におけるweight．

　ここで注意すべき点が二つある。第一は，中央計画では，各企業の特殊性を

示す企業資源Diについて考慮する必要のない点である。このことは，中央は

企業から産出Xi（t）の報告を受けるが，それが決定される事情を知る必要は

ないことを意味している。第二の注意すべき点は，中央計画における未知数は

weightsμ1（t）だけであることである。けだし，17i，　Ai，およびCはあらか

じめ与えられており，またXi（1），　xi（2），…Xi（t）は，中央当局にとっては，

企業からの報告として，与えられているからである。けれども，μ1（t）したが

ってXi（t）の決定は，直に，　iterationの続行に必要な純利潤指標Pi（t＋1）

の決定となるわけではない。ゆえに，μi（t）よりはむしろpi（t＋1）を決定す

るmechanismが明らかにされなければならない。

　2－3　計算価格の役割（1）一企業計画の調整

　pi（t＋1）を決定するために，上述の中央計画（原問題）の双対問題を考

察する。まず，未知数μ1（t）を既知数から分離して示すために，原問題を次の

ように定式化し直す⑥。

　Max：M（t）≡Q（t）μ（t），　　subject　to　R（t）μ（t）≦C，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置μ（t）＝e，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ（t）≧0．
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　ただし，Q（t）≡〔fl1×1（1），…，ll1Xi（t）；…；ll”Xn（1），…，if”Xn（t）〕，

　　　　　R（t）≡〔AIXエ（1），…，　AiX1　（｛）；…；戯”X・n（1），…，AnXn（t）〕，

　　　　　置三e急・。　；e1レ
　　　　　　　　　・°・・e・　　卸

　　　　　μ（t）三…〔μ｝（t），…　　，1必1（t）；・・。；μ｛｝（t），一・，le？（t）〕！．

　この原問題に対する双対問題は次のようなものである⑦。

Min：N（t）三〔W（t）・V（t）〕「9〕・

subj“ct　t°〔W（t）・V（t）〕 〔R£）〕≧Q（t）・W（t）≧°・

ただし，W（t）≡〔W1（t），　W2（t），…，Wk（t）〕，　　　　’

　　　　　　V（t）≡〔V1（t），　V2（t），…，vn（t）〕．

　この双対問題は，通常の線型計画法で解くことができる。その解Wj（t）およ

びVj（t）は，　iteration（t）における計算価格であり，それぞれ社会的資源Cj

および第i企業の限界重要度とみられるべきものである。以下で明らかにされ

るごとく，Wj（t）およびVj（t）がiterative　methodにおいて中心的役割を果

たす。

　まずWj（t）から考察しよう。　社会的資源Cjの制約に対応する計算価格

W」（t）は，ileration（t）｝こおいて社会的に評価されたCjの帰属価値とみなさ．

れるべきものであり⑧，企業に指示する純利潤指標pi（t＋1）の決定にとっ

て必須のものである。すなわち，次回のiteration（t＋1）において指示され

るべき純利潤指標pi（t＋1）は，次式で決定される。

　　pl（t十1）ffi　ll1－（W1（t）alj十W2（t）alj十…十Wk（t）a甚j）

　この式の含意は次のとおりである。上述のW・（t）の解釈より，W，（t）a｝」は，

iteration（t）において，第i企業の第」財一単位を産出するに要する第r社会

的資源の価値である。したがって，右辺の第二項（W1（t）alj＋W2（t）alj＋…

＋Wk（t）aDは，　iteration（t）において，第i企業の第」財一単位を産出す
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るに要する社会的資源の総価値，すなわち社会的費用である。ゆえにpl（t＋

1）は，あらかじめ定められている第i企業の第1財一単位の社会的評価1／1

から，それを産出するに要するiteration（t）における社会的費用を差し引い

たものであるから，xl財一単位の産出から得られるiteration（t）での社会

的純利潤である⑨。ここで社会的費用とは，xlの産出のために社会的資源を

使うことによって，それだけ他財の産出に利用可能な社会的資源を減少させる

ことに対して課せられるpenaityとみることができる。企業は，このPenalty

を考慮した指標を用いることによって，自己の制約のみを考慮し，しかも自己

の純利潤最大だけを目的として産出を決定するにもかかわらず，経済全体の目

的を満たす計画作成に貢献することができる。この役割，換言すれば，各企業

の独立した純利潤最大化計画をs’経済全体の目的を満たすように調整する役割

が，計算価格Wj（t）の主要な役割であり，これによってはじめて，情報交換

processの一巡が可能となる。

　2－4　計算価格の役割（2）一一一最適性の半U定

　計算価格W、（t）の働きによって，分権的計画のiterationがPj能となる

mechanismが明らかにされた。したがって次には，このiterationをいつ完

了させるか，すなわち分権的計画によって経済全体の計画に対する最適解が達

成されたか否かの判定が行なわれるmechanismが明らかにさせねばならな

い。このmechanismにおいては，以下で示されるように，もう一つの計算

，価格V’（t）が中心的な役割を果たす。

　上述のごとく，iteration（t）で決定された純利潤指標P（t十1）は，次回

のiteration（t＋1）のために，企業に指示される。これに対して企業は，自

己の企業計画を解いて，新らたな産出Xi（t＋1）を決定し，　中央へ報告す

る。したがってまず，中央当局は，新らたに報告を受けた産出xi（t＋1）を

中央計画に採用するか否かを決定しなければならない。当局は，すぐ前に指示

した指標pi（t＋1）で評価した場合に，新らたな産出X1（t＋1）がもたら

す純利潤P，（t＋1）xi（t＋1）と，すぐ前の中央計画より得られた計算価格

vi（t）とを，各企業毎に，比較する。そして，　pi（t＋1）xi（t＋1）＞V，（t）
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ならば，産出Xi（t＋1）を中央計画に採用し，　さらにiterationを続行す

る。すべての企業についてpi（t＋1）xi（t＋1）＝vi（t）となれば⑱，経済

全体の最適計画が達成されたことになるので，iterationを完了させる⑪。

　この最一適性判定の含意は次のとおりである。

　まず，vi（t）の含意から考察しよう。中央の原問題および双対問題から明ら

かなように，W」（t）とV’（t）とは形式的には同じ働きをするものである。

したがって，W」（t）が，社会的資源Cjの制約式に対応して，　iteration（t）に

おけるCjの社会的限界重要度（限界収益）であるごとく，　vi（t）は，制約式

μi（t）＋μ1（t）＋…＋μ1（t）＝1に対応する社会的限界重要度でなければならな

い。ゆえに，vi（t）は，このμ｝（t）の制約式の右辺（1）を微少量だけ増加するこ

と，すなわち，μ｝（t）＋μd（t）＋…＋μ1（t）＞1とすること，から得る社会的収

益の増分である。換言すれば，vi（t）は，報告された産出xi（1），　xi（2），…，

Xi（t）に対するiteration（t）での最適weightsμ1（t）を増加させ，それによ

って加重平均された産出5（li（t）を増加させる場合にもたらされる社会的評価の

増分である。産出Xi（t）を増加させることは，社会的資源の第i企業に対する

配分を増加させることに他ならないので，vj（t）は，第i企業に対する社会的

資源の配分を増加させることからもたらされる第i企業の社会的貢献度（限界

重要度）とみなすことができる。

　かくして，Pi（t＋1）Xi（t＋1）＞Vi（t）は，第i企業によって新らたに報

告された産出xi（t＋1）のもたらす社会的純利潤P（t＋1）xi（t＋1）

が，以前に報告された産出xi（1），　xi（2），…，　Xj（t）を最適に組み合わせて得

られる限界収益vi（t）よりも大なることを意味する。したがってこの場合に

は，新らたな報告Xi（t＋1）を中央計画に採用してiterationを続行すれ

ば，経済全体の産出価値を増大させることができる。他方，pi（t＋1）xi（t

十1＞＝vi（t）ならば，　xi（t＋1）を採用することから得るところのものは

何もない。すべての企業についでこの等式が成立したときには，もはや経済全

体として産出価値を増大させる余地はない。ゆえに，分権的手法によって経済

全体の問題が解かれたこととなり，iterationは完了される。以上より，分権
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的計画にとって必要不可欠である最適性の判定において，計算価格vi（t）が決

定的に重要な役割を果たすことがわかる⑫。

　2－5　最適なweightsの決定

　さて上述のごとく・iterative　methodによって，最適解の達成は保証さ

れる。この場合，実際の生産主体すなわち計1画の具体的実行者である企業は，

すでに報告した産出計画Xi（τ）をいかなるweightsで加重平均した産出

Xiを実際に産出すべきかについて，未だ知ることはできない。したがっ

て，最適解の達成が保証された場合には，当局は，上述の中央の原問題を通常

の線型計画法によって解き，最適weightsμ1を求めなければならない。そし

て，当局は，　（i）求められた最適weightsを直接企業へ指示するか，ある

いは（ii）μ1より求められる最適計画⊃ζjを企業へ指示するか，いずれかの方

法をとらねばならない⑱。以上で分限的計画は完jノする。

①最適解の存在は仮定されていなければならない。普通の経済におけるように，どの

　財も産出しないこと（xl＝0）が可能であり，かつ資源C」，　Dlの制約によって，

　すべての財の産出に上限がある場合（xl〈・r－））には，最適解の存在が保証される。

　また，退化はないものと仮定されている。

②　実際には，歴史的に明らかな前期の実績が目安とされるであろう。

③すべての企業がt回iterationを行なったと考える必要はないが，最多iteration

　をtとおいても，一般性は失なわれない。というのは，もしある企業のiterationが

　t回よりも少ないとすれば，tに満たない回数だけは，前と同じ解を中央に報告した

　ものとして扱うことができるからである。

④純利潤を最大にするというruleは，あらかじあ与えられており，企業はこのrule

　に従わなければならない。

⑤iterationが進むにつれてXiの数が増加するが，零のweightに対応するXiは次

　の計算からdropされるので，計算の困難性は軽減される。

　Baumol－Fabian〔2〕注14，　Dantzig〔4〕第23章第1節，参照。

⑥以下で示されるように，この問題は，最適解が保証されるまでの途中のiteration

　では解かれる必要はない。

⑦　これは，一般的線型計画問題である。Gale〔6〕第3章参照。

⑧　この点については多くの文献がある。たとえばDOSSO〔5〕第2～7章参照。

⑨　したがって，企業がpi（t）x」（t）を最大にすることは，比喩的に言えば，社会的資

　源の購入に対する代価を支払った残り，すなわち自己の企業に帰属する価値を最大に
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　することを意味する。

⑩P（t＋1）xi（t＋1）〈vi（t）となることはありえない。これは次の二点から導出

　される。　（i）iteration（t）において採用された〔μ；（t）＞0なる〕Xi（τ），τ≦t，

　をpi（t＋1）で評価すれば，企業の限界重要度に等しい。　〔Pi（t＋1）xi（τ）＝

　Vi（t），　DantzigおよびWolfe〔3〕〔4〕参照。（ii）Xi（t＋1）は，　pi（t＋1）

　で評価して，最大の実現可能な基本解である。〔pi（t＋1）xj（t＋1）＝Max
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Xiεzi

　pi（t＋1）xi，ただしZlは第i企業の計画に対する実現可能な基本解の集合であり

　当然xi（τ）εziである。〕

⑪　実現可能な基本解は有限であるから，iterationは有限回で完了する。Dantzigお

　よびWolle〔3〕，　Dantzig〔4〕第23章参照。

⑫　もちろん，W」（t）もpj（t＋1）を決定するという点では，最適性の判定に寄与す

　る。

⑬　屡が求められれば，Xiは定義より直に導出されるので，　（i）あるいは（ii）の

　いずれの方法をとるかは，大きな問題ではない。

3　分権的計画法としての分解法の検討

　（1）中央当局にとって必要な計算能力および情報の点から分解法を考察すれ

ば，明らかに，経済全体の問題を中央集権的に直接に解く場合に比べて，計算

能力および情報を必要とする程度ははるかに小さい。

　まず計算能力について。一・般に，計画問踵を解くに要する計算能力は，計画

の対象とされる財の集計の程度（財の種類分けの程度）に依存する。集計の程．

度が高く，したがって財の種類が少ないほど，必要とする計算能力は小さくな

る①。けれども，集計の程度を高くすると，各財に対応する技術係数a｝、およ

びbi、を明確に定義することが困難になるという問題が生じる②。

　次に生産技術に関する情報について。中央当局は，企業資源の技術係数b｝、

についての情報を必要としないが，社会的資源の技術係tw　a｝、についての情報

は必要である。前者は分解法の利点であるが，後者はかなり大きな欠点であ

る③。というのは，生産の実行者は企業であるので，a1－、をよりよく知りうる

のは，当局ではなくて，企業であるからである。

　（2）収束性について。有限回のiterationによって最適解に単調に収束する
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ことは証明されている。けれども，基本解の数が多数のときには，収束に要す

るiterationの回数が膨大なものとなり④，したがって収束する前にiteration

を中断して，準最適解で満足しなければならないかも知れない。この場合，収

束の程度が明らかでないので，準最適解がどの程度最適解に近似しているかを

知ることはできない（5’。

　（3）∬1，C」およびDliが与えられていることについては，（i）資源の残余

が生じる場合　（内点解の場合），（ii）複数の期間にわたる計画に拡張する場

合，および（iii）いわゆる最適成長理論⑥との関連，等の相互に関連ある視点

から考察する。

　そのためにまず，資源（社会的資源および企業資源）を，内生的資源C。，

半外生的資源C，，，および外生的資源C，に分ける。C、は，当該計画期間内に

産出され，かつ投入される財である⑦。Cl，は，投入が前期からの繰越だけか

ら行なわれ，当該期の産出は次期の投入として用いられる財である。C。は，

この計画では生産されえず，外生的に与えられる財である。他方，産出も，外

出的産出X。と’i4外出r内産出Xl，とに分けられる。　X、は，たとえば最終消費

財のごとく，産出されるだけで次期の投入とはならない財であり，Xbは，当

該期の産出が次期および当該期の投入（C。およびC。）となる財である。

　さて，後述の数値例における第1企業の資源のごとく，未利用部分（残余）

が存在する場合を考察しよう。このとき，前節の分析におけるように，視野を

当該計画期聞だけに限れば，何の問題’ も生じない。けれども，当該計画期問

を，相互に関連ある複数の計画期間の一つと考えれば，次のような問題が生じ

る。

　まず投入（投資）間のmisallocationから検討しよう。これには二種類あ

る。第一に，外生的資源もしくは半外生的資源で，かつ第i企業と第」企業の

企業資源となっている場合に⑤，第i企業では残余が生じ，第j企業では使い

尽くされるとすれば⑨，この資源の配置はmisallocationであったことにな

る。上述のような単一期間だけの分権的計画では，この種のCjおよびDlの指

定の仕方から生じるmisaUocatio翼を避けうる保証は全くない。第二に，半
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外生的資源については，上述のmisallocatienに加えて，∬1の指定の仕方に

起因するmisallocationが生じる可能性がある。たとえば，第i資源はすべて

使用され尽くすにもかかわらず，第」資源に残余が生じる場合には，前期の第

i資源の産出が第」資源のそれに比べて少ないことを意味する。したがって，

前期の計画は，視野をその期間だけに限れば最適であるとしても⑩，後続の期

間との関連でみれば最適とはいえない。これは，前期の第i資源の産出に対す

る評価が，第」資源のそれに比べて小さすぎたためである。すなわちπ1が適

切でなかったためである。

　次に，消費財間のmisallocationが生じるかも知れない。すなわち外出的産

出に対する指標1τ1の相対的大きさが適切でなければ，必要な消費財が供給さ

れず，必要でない消費財が供給されるかも知れない。X。に対する・π｝が，こ

の計画法において社会の消費需要を反映する唯一の窓口となるので，この∬｝

の指定が妥当でないと，計画の実を挙げえないことになる。

　さらに同様に，1∫1が適切でなければ，投資と消費の間のmisallocationが

生じる可能性がある。

　以上の∬1，Cj．およびDlの指定の仕方から生じうるmisallocationは・い

ずれも前節での分権的計画法の範囲では解決できないものである。一方，いわ

ゆる最適成長理論は，分権的計画法のような実際的計算法を明らかにしない代

りに，この種のmisallocatonに対して解決を与えようとする一つの試みであ

る⑪。

　（4）　「分権的」の意味に関連する分解法の限界として，次の二点を指摘する

ことができる。

　まず，分権的計画の意義は次の三点に求められるb（i「）情報の蒐集および処

理の能力（計算能力）が限られているために，中央当局だけでは合理的な計画

作成ができないこと。（ii）中央集権的計画に比べて，情報の蒐集および処理に

要する費用が少ないこと。（iii）生産の具体的な実行者（企業）が，計画作成に

参加することによって，計画作成における疎外感を少なくすることができる。

また「与えられた計画」というよりも「協同して作成した計画」であると考え
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ることによって，計画の実行に企業が責任を持つことができること。　ところ

で，分解法による「分権的」計画においては，企業は，あらかじめ定められた

ruleに反することはできず，経済全体の計画作成における中央当局の忠実な

手足となることが要請されている。　したがって，分権的計画の意義のうち，

（i）は満たしうるとしても，（iii）を満たしうるかどうかは疑わしい。

　次に，分解法においては，たとえば企業資源を過少評価すること等から生じ

る虚偽の報告を避けるincentiveもmechanismも明らかではない。

　（5）企業が複数の財を産出することができる点，および同種の財を複数の企

業で産出することができる点は，共に分解法の利点である⑫。

　（6）生産がlinearであるとと，外部経済不経済および公共財が扱われてい

ないことは，分解法の大きな欠点である。けだし，分析の対象が，国民経済の

ように，　大きくなればなるほど，　これらの要因の重要性が増大するからであ

るQ

①　ちなみに，Baumol　Fabian〔2〕　によれば，分解法は，3万の方程式，数百万の

　未知数を解く問題に用いられる。

②Kornai〔12〕は，分解法について理論上および実際の計算上の利点を認めて，分

　解法による計算を実験的に試みようとしている。彼のいう分解法の利点は，収束の単

　調性である。というのは，最適が達成される前にiterationを止めざるをえないとき

　でも，Kornaiの方法のように振動しつつ収束する方法に比べて，　workable　result

　を得ることができるからである。しかし，この点については問題が残されている。後

　述（2）参照。

③　この点では，Kornaiの方法はすぐれでいる。

④ちなみに，後述の数値例およびBaumo1－Fabian〔2〕Appendix篁の例では，共

　に4回で収束する。なお，岸本〔10〕は，Kornaiの方法では収束がきわめて遅いこ

　とを，簡単な数値例について，明らかにしている。

⑤　これは，Kornaiの方法についても妥当する。

⑥ここに最適成長理論とは，Ramsey，　F．P。，’tA　Mathematical　Theory　of

　Saving・”Econon7ic／bze　rnal，1928；von　Neumann，J．，“A　Model　of　General

　Economic　Equilibrium，”1？eview　Of　Ecovaomic　Stesdies，　i945－6；Phelps，　E。S．，

　t“The　Golden　Rule　of　Accumulation，”　American　Economic．Revtew，1961，

　等の流れにそう成長論をいう。

＼
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⑦繰越がなければCa＝oである。　Caに対応する技術係数は正（投入），負（産出

　）の両方を含む。

⑧同種類の財であるが，すでに設置されているので，少なくとも当該計画期間中は，

　企業間移動は不可能である。

⑨　たとえば，後述の数値例におけるDlとDlをこのような財と考えることができる。

⑩　したがって，前節で述べた意味での最適性は保証されている。

⑪　たとえば，拙稿「最適貯蓄の理論（1），（2）」六甲台論集　第14巻第1号，第2号；「

　体化された技術進歩を伴なう最適資本蓄積の理論」山口経済学雑誌　第19巻第1号参

　照。．

⑫　たと柔ば，Kornaiの方法では，一企業は一つの生産物のみを生産すると仮定され

　ている。

4　数値例と内点解の含意

　以下の数値例によって，分解法の実際の手法と，内点解が生じる場合にも分

解法によって最適計画が達成されることおよび内点解の含意が明らかとなるで

あろう。

経済全体の問題は次のとおりである。

Max三M三Xl十Xl十2xi十Xl

subject　to 　Xl十2Xl十2xi十　Xl

3Xl十　X｝十　Xl十2Xl

Xl＋3Xl
2　Xl－－　Xl

　　　　　　　　　Xl＋　Xl

　　　　　　　　　Xl

　xl≧O

≦40

≦30

≦30

≦20

≦15

≦10

　この問題を分解法によらないで直接解いた場合の最適解は，　（xl，　xl；

xl，　xl）＝（1，7；10，5）である①。この最適解は，　もとより中央当局

に初めからわかっているわけではなく

求めることができるのである。

分解法の次のようなiterationを経て
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iteration

　第19巻

　一：一一i

中央

中

央
計
画
（1）

中

央
計
画
（2）

中

央
計
画
（3）

中

央
計
画
（4）

第2号

（1）M（1）＝O

　WI（1）＝0，　W2（1）＝0

　∀i（1）＝0，V2（1）＝0

（2）M（2）－3・亀

　　　　　　　　7　Wi（2）＝0，　W2（2）＝
　　　　　　　　13
　　　　　　　　　3　Vl（2）・＝0，　V2（2）＝14

　　　　　　　　　13

（3）M（3）＝33

　W・（3）－1・W・（3）－l

　V1（3）＝0，　V2（3）＝11

（4）P1（4）Xl（4）＝V1（3）

　P2（4）X2（4）＝V2（3）

ト企業
L＿＿　＿一一

Pl（1）＝（0，0）

　　　　　→P2（1）＝（0，0）

　　　　　X1（1）＝（0，0）　　　－l
　　　　　X2（1）＝（0，0）

P1（2）一（1・1）～

P・（2）一（2，1）「

　　　　　X1（2）＝（6，8）　　　－l
　　　　　X2（2）ニ（10，5）

：1：：i：：蔀1－

　　　　lXl（3）＝（0，10）

　　　←　　　　～X2（3）＝（10，0）

P’（4）＝（0・0）～

P・（・）一（1，1）～→

　　　　～Xl（4）＝（任意）

　　　←　　　　～X・（4）一（10，5）

企
業
計
画
（1）

企
業
計
画
（2）

企
業
計
画
（3）

企
業
計
画
（4）

　このうち，iteration（2）について，計算法の概略を示茸ば，次のとおりであ

る。

　まず第1企業は，与えられた純利潤指標Pi（2）＝（1，1）に基づいて，第1

企業の問題，

　Max：M1（2）＝，，．，i．　xl（2）十Xl（2）subject　to　　Xl（2）十3Xl（2）≦30

　　　　　　　　　　　　　　　　　2Xl（2）十　xi（2）≦20

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Xl（2），　xi（2）≧0

を解き，産出X1（2）＝（6，8）を中央へ報告する。第2企業も同様にして
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X2（2）＝（10，5）を報告する。

　さて，X1（2）およびX2（2）ρ報告を受けた当局は，計算価格V1（1）およびV2（1）

を援用して，これらの採否を決定する。

　　Pl（2）X1（2）＝14＞0・＝V1（1）；P2（2）X2（2）＝25＞O＝V2（1）

　ゆえに，X1（2）およびX2（2）を共に採用し，　iterationを続行する。

　次に，純利潤指標P1（3）およびP2（3）を決定するために，まず加重平均され

た産出文1（2）を求める。（以下では適宜にiterationの番号を略す。）

　ヌll（2）＝μ1（2）Xl（1）十μ1（2）Xl（2）＝μi（2）・0－iμ1（2）・6

同様に，ヌll一ω1・0十μ1・8；文室＝μ1・〇十μ1・10，　Xl＝μi・0十μ1・5

　これより中央の原問題を作成する。

　Max：M（2）≡Xl十Xl十2Xl十Xl＝0・μ1十14μ1十〇・パ十25μl

　subject　to　Xi　－F　2Xl十2Xl十Xl＝0・Al－－t－22μ1十〇・μ1－十25μ1≦40

　　　　　　3又i十Xl十Xl－十2Xl＝O・規十26麗十〇・μ1十20μ1≦30

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ1十　ISd　　　　　　罵1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ1＋　μ1－1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ1，μ1，鰐，μ1　≧O

この原問題の双方問題を・implex法で解いて，　W・（2）一・，W・（2）一る；

V・（2）＝＝・，V・（2）－14亀を得る．これより，次のような利潤指簾得る・

pl（3）・．　コ」1－（W、（2）・圭1＋W・（2）・1、）一一島

同様に，Pl（3）一缶pi（3）－B　P（3）一磁

　以上でiteration（2）は完了する。求められたPl（3）を企業へ指示することに

よって，iteratiOn（3）を始めることがで1 きる。同様の方法でiteratiOnを続行

し，iteration（4）に至って，当局は，｛X1（4）＝＝任意，　X2（4）＝（10・5）｝なる報

告を受ける。　この報告の採否判定において，Pl（4）Xl（4）＝O　・＝　Vl（3），　P2（4）

X2（4）＝11＝V2（3）なる．ζと，すなわち最適解の達成されたことを確認して，
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iterationを完了させる。’

　さて，iteration（3）において最適解が達成されていることが，　iteration（4）

によって，保証されたので，当局は，計画の最終段階たる最適weightsμ1の

決定にうつる。すなわち，以下で示すごとく，iteration（3）の原問題を解い

て，最適計画を導出する。

　まず，iteration（2）についての上述の説明と同様にして，加重平均された最

適産出Xlを求める。

　X卜μ1・0－1μ1・6卜μ1・○，　X卜μi・0一レμ1・8十μi・10

　Xi－＝　di・0十μ1・10十μ1・10，　Xl’一・　pal・0→一μ1・5十μ1・10

　これより，次に示すような原問題を得る。

　Max：M＝○・μ1十14μ1十10μ1弓0・μi十25μ1十20μl

　subject　［0　0・μ1十22μ壱十20paSγ0・μ釜十25μ釜十20μ§　≦40

　　　　　　　0・μ｝十26μ差十10μ玉彗　0・lcL？　－120μ舅110μ竃　≦30

　　　　　　　　　，tb｝・i　μ1十　μ1　　　　　　　　　　一1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ1十　煽十　μ1　＝1

　　　　　　　　μ｝≧○

　これをsimplex法で解いて，最適weights（μ1，μ1，μ1；μ1，μ1，μ1）＝

（　　　ら　　ユフ

30・…め・56；0・1・0）を得る．これを上述のxll・代入して，髄緬

（X｝，xl；xl，　xl）＝（1，7；10，5）を導出する。これは，初めに示

した経済全体の問題の最適解に一一致する。最適解および制約条件は次頁に図示

されている。

　求められた最適計画のもとでは，図から明らかなように，第1企業の資源に

は残余が生じる。すなわち，Dl－（b｝hXl＋　b　1，XE）＝8およびDl－（b　1，Xl

＋　b　1，xl）＝11だけ残余がある。したがって，最適計画においては，第1企

業の資源は，いずれも「自由財」となり，計算価格（dl，　dl）は（0，0）であ

る。ゆえに，その資源に帰属すべきものは何もなく，その資源をもつ第1企業
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（0，10）

　7．5

（0，0）
．k’　　　（10，0）

第1企業

（0．15）

　Xl　　（0・0）30 （10，0）12．5

　第2企業

X董

の純利潤は零である。第2企業の資源および社会的資源はすべて利用され尽く

すので，　それらには正の計算価格が対応し②，経済全体の産出価値が帰属す

る。

　なお，以下で示されるごとく，最適計画のもとでは，各企業の純利潤はその

企業の資源の価値に等しく，また，総産出価値は，社会的資源および企業資源

の価値の和に等しい。

　たとえば，第2企業の粗利潤は，π2×2＝25であり，これより，社会的資源

の利用に対する支払｛（al1Wi＋aliW2）Xl＋（ai2W1＋al2W2）Xl｝＝14を差し引い

た純利潤は，P2×2・＝　11である。また，経済全体の問題を解いて得られる第2

蝶墳源の計算儲（d乳dl）は・（ひ含）である。ゆえに，これに蝶

資源の存在量（Dl，　Dl）＝（15，10）を乗じて，企業資源の価値を求めれば，

diDi＋dlDl＝11である。すなわち，第2企業の純利潤は，同企業の資源の価

値に等しい。第1企業についても同様に，純利潤が企業資源の価値に等しく，

共に零であることがわかる③。

さらに・社会的資源の講儲（W1・W・）は忌吉）であるから，その

存在量（C1，　C2）＝（40，30）を乗じて，その価値WICI＋W2C2　＝＝　22を求め

ることができる。よって，経済全体の産出価値M＝．Σπixi＝33は，社会的資

源の価値ΣW」Cj＝22，第1企業の資源の価値1d｝Dl＝0，および第2企業の
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資源の価値．Xdl・　Dl　＝　1　1の和に等しいことがわかる。

①購｝・，最大値M－33，社会的資源の計算儲（W・，W・）一（青，釜），第1企

　　　業の資源の計算価格（dl，　dl）＝（0，0），第2企業の資源の計算価格（di，　dl）

　　　一（145，5）が得られる．・当然，Mおよび（W・，W・）｝・ついては・分解法｝・よって

　　　得られるそれに一致する。

　②．資源が使い尽くされる場合でも，たまたま計算価格が零のこともありうる。

③これは，第1企業の資源に残余が生じるためである。　　　　　　＝
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